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中種子町長 田渕川 寿広 殿

中種子町監査委員 利水 幸光

中種子町監査委員 梶原 哲朗

令和７年度中種子町水道事業会計歳入歳出決算審査

の意見書について（提出）

地方公営企業法第３０条第２項の規定により、令和８年５月２０日付けで審

査に付された令和７年度中種子町水道事業会計歳入歳出決算について審査した

ので、次のとおり意見書を提出します。
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第１　審査の概要 

　　１　審査対象 

　　　（１）令和７年度水道事業会計決算書 

　　　（２）損益計算書、貸借対照表、剰余金計算書、固定資産明細書、企業債明細書、事業報

告書、収益費用明細書、資本的収支明細書その他必要な関係書類等 

 

　　２　審査の実施期間 

　　　　令和８年５月２９日 

 

　　３　決算書の調整並びに提出期限（公企法第３０条第１項） 

　　　　管理者から町長に対する決算書の提出及び町長から監査委員に対する決算書送付につ

いては、法定の期限内に提出されている。 

 

　　４　審査の方法 

　　　　決算審査は、令和８年５月２０日付けをもって町長から提出された決算書及び財務諸表を

もとに、地方公営企業法第３条の基本原則に従い適正に執行されているかを重点に経営成

績並びに財務状態の審査を行った。 

　　　　審査の方法は、会計伝票及び関係証拠書類との照合を行い、定期監査及び例月出納検

査の結果も考慮のうえ、諸資料については必要に応じて関係職員の説明を求めた。貯蔵品

（たな卸資産）の検査については、本年４月１日に現物を確認した。 

　　　　なお、この決算審査にあたっては、監査基準によるほか、次の諸点に重点をおいて審査を

実施した。 

　　　（１）決算計数は正確であるか。 

　　　（２）財務処理は適正になされているか。 

　　　（３）法令、条例に違反するような経理はないか。 

　　　（４）予算執行は、目的に沿って効率的かつ的確に執行されているか。 

　　　（５）事業が効率的に運営され、企業の経済性の発揮と公共性の確保がなされているか。 
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第２　審査の結果 

令和７年度水道事業会計決算額は、関係諸帳票、証拠書類と照合した結果合致しており、

決算計数は正確であることを確認した。 

　　また、予算の執行、収入支出の事務整理及び財産の管理、固定資産明細書、企業債明細書

等の記載事項も適正であると認めた。 

 

第３　決算の状況 

　１　水道事業の経理 

経理はその企業活動を正確に把握するため、営業に係る活動を損益取引（収益的収支）と、

営業活動以外における資本の増減を資本取引（資本的収支）として明確に区分する複式簿記

を採用している。 

 

　２　予算の執行状況 

　　（１）収益的収入及び支出（税込） 

　　　　収益的収入及び支出は、企業の経営活動に伴い発生する収益と、これに対する費用であ

る。 

　　　　　　令和７年度の収益的収入及び支出の執行状況は次表のとおりであるが、収入にあたる水

道事業収益の決算額は３億５２３万９千円で、前年度より２,１２１万５千円の減となっている。

その内訳は、営業収益で２億１,１４４万９千円、営業外収益で９,３４９万３千円、特別利益２９

万７千円となり、昨年度の決算額と比べ、営業収益で５８９万５千円の減、営業外収益で１,５

６１万７千円の減、特別利益で２９万７千円の増となっている。 

支出にあたる水道事業費用では、決算額が３億１,０５０万１千円で、前年度より２,７８７万

２千円の減額となっている。その内訳は、営業費用で決算額２億８,０１１万３千円、営業外費

用で３,０３４万１千円、特別損失で４万７千円となっている。　 
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　（２）資本的収入及び支出（税込） 

　　　資本的収入及び支出は、将来にわたり経営の安定を図るための設備投資に係る収入と、こ

れに対する費用である。 

令和７年度の資本的収入及び支出の執行状況は次表のとおりである。資本的収入は決算 

額で４,４３７万１千円となっており、昨年度と比べ３,５３１万４千円の増となった。内訳は、企業

債4,０00万円、工事負担金４３７万１千円となっている。 

資本的支出は、決算額で１億２,８３７万１千円で、前年度に比べ２,４７１万８千円の減となっ

ている。この結果、資本的収入が資本的支出に対して不足する額８,４００万円は、当年度分消

費税及び地方消費税資本的収支調整額584万２千円、当年度損益勘定留保資金７,８１５万

８千円で補填されている。 

７年度
予算額

７年度
決算額

予算額
との増減

執行率
決　算
構成比

６年度
決算額

決算額
の増減

(A) (B) (B)-(A) (B)/(A) (C) (B)-(C)

304,545 305,239 694 100.2% 100.0% 326,454 △ 21,215

営業収益 211,374 211,449 75 100.0% 69.3% 217,344 △ 5,895

営業外収益 93,170 93,493 323 100.3% 30.6% 109,110 △ 15,617

特別利益 1 297 296 29700.0% 0.1% 0 297

333,096 310,501 △ 22,595 93.2% 100.0% 338,373 △ 27,872

営業費用 299,864 280,113 △ 19,751 93.4% 90.2% 307,173 △ 27,060

営業外費用 32,232 30,341 △ 1,891 94.1% 9.8% 31,168 △ 827

特別損失 500 47 △ 453 9.4% 0.0% 32 15

予備費 500 0 △ 500 0.0% 0.0% 0 0

【第１表】 （単位：千円・％）

水道事業収益

水道事業費用

区　　分
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　（３）収支状況（税抜） 

　　　令和７年度における経営状況（税抜）は、総収益が２億８,６０２万円に対して、総費用が2億

9,408万円で、当年度の損益は806万円の純損失となっている。　　 

 

 

 

７年度
予算額

７年度
決算額

予算額
との増減

執行率
決　算
構成比

６年度
決算額

決算額
の増減

(A) (B) (B)-(A) (B)/(A) (C) (B)-(C)

44,000 44,371 371 100.8% 190.1% 9,057 35,314

企業債 40,000 40,000 0 100.0% 90.1% 0 40,000

工事負担金 4,000 4,371 371 109.3% 100.0% 9,057 △ 4,686

140,810 128,371 △ 12,439 91.2% 100.0% 153,089 △ 24,718

建設改良費 79,823 67,385 △ 12,438 84.4% 52.5% 70,862 △ 3,477

企業債償還金 37,497 37,496 △ 1 100.0% 29.2% 41,354 △ 3,858

地方債償還金 23,490 23,490 0 100.0% 18.3% 40,873 △ 17,383

【第２表】 （単位：千円・％）

資本的収入

資本的支出

区　　分

区　　　　分
令和７年度

(a)
令和６年度

(b)

前年度
との増減
(a)-(b)

伸率
(a)/(b)

備考

　営業収益 (A) 192,236 197,602 △ 5,366 97.3

　営業費用 (B) 272,546 297,889 △ 25,343 91.5

営業損失 (C=A-B) △ 80,310 △ 100,287 19,977 80.1

　営業外収益 (D) 93,493 109,072 △ 15,579 85.7

　営業外費用 (E) 21,491 23,082 △ 1,591 93.1

経常利益 (F=C+D-E) △ 8,308 △ 14,297 5,989 58.1

特別利益 (G) 291 0 291 皆増

特別損益 (H) △ 43 △ 32 △ 11 134.4

総収益 (I=A+D+G) 286,020 306,674 △ 20,654 93.3

総費用 (J=B+E-H) 294,080 321,003 △ 26,923 91.6

純利益 (K=H-I) △ 8,060 △ 14,329 6,269 56.2

前年度繰越欠損金 (L) △ 16,370 △ 2,040 △ 14,330

当年度未処理欠損金
（K-L)

△ 24,430 △ 16,369 △ 8,061 149.2

【第３表】 （単位：千円・％）
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　（４）その他の事項 

ア　企業債の状況 

　　　　令和７年度中の償還額は６,０９８万５,８８４円であり、その内訳は、企業債償還金２３件で

３,７４９万６,１１７円、地方債償還金４件で２,３４８万９,７６７円となっている。 

この結果、令和７年度末の未償還残高は、平成１４年度以降の借入分２９件で、企業債残

高１８億１,３８３万９,２５６円となっている。 

 

 

　　　イ　キャッシュ・フロー計算書 

当期純利益を起点として、これに調整項目を加減算する事によって、純粋な現金の増減

を表示するものである。業務活動によるキャッシュ・フローは１億７３万2,866円の増、投資

活動によるキャッシュ・フローは５,４０４万９,２１８円の減、財務活動によるキャッシュ・フロー

は２,４１０万８,２３３円の減で、令和７年度の資金の増減は、２,２５７万５,４１５円の増となった。 

令和７年度のキャッシュ・フロー計算書は、次表のとおりである。 

 

 

【第４表】 （単位：円）

年度 未償還残高

23 226,591,199

24 206,854,224

25 190,709,571

26 174,245,224

27 257,454,796

28 140,331,785

29 219,869,547

30 1,146,819,061

1 1,160,180,524

2 1,450,981,381

3 1,613,765,406

4 1,946,565,072

5 1,917,051,787

6 1,834,825,140

7 1,813,839,256
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(単位：円)

業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益又は当年度純損失（△） △ 8,059,796

減価償却 145,699,393

資産減耗費 1,680,543

賞与引当金の増減額（△は減少） 575,000

貸倒引当金の増減額（△は減額） 102,000

長期前受金戻入及び受取配当金 △ 32,922,915

受取利息及び受取配当金 △ 68,782

支払利息 18,430,301

未収金の増減額（△は増加） △ 2,257,867

未払金の増減額（△は減少） △ 4,099,319

棚卸資産の増減額 14,463

前払金の増減額 0

その他の支出 1,364

小計 119,094,385

利息及び配当金の受取額 68,782

利息の支払額 △ 18,430,301

業務活動によるキャッシュ・フロー 100,732,866

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 58,420,218

工事負担金による収入 4,371,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 54,049,218

財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための
企業債による収入

40,000,000

建設改良費等の財源に充てるための
企業債の償還による支出

△ 60,985,884

リース料の支払による支出 △ 3,122,349

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 24,108,233

資金増加額（又は減少額） 22,575,415

資金期首残高 171,825,323

資金期末残高 194,400,738

【第５表】 令和７年度中種子町水道事業　キャッシュ・フロー計算書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

2

3

1
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ウ　水道料金の収納状況 

　　　　令和７年度水道料金の収入額は、２億３９７万７,１６０円で、前年度に比べ５２０万５,７６６

円（２．５％）の減収となっている。 

また、収納率は現年度で９６．７４％と０．０９ポイント増加、過年度で３５．６９％と１３．９ポイ

ント減少している。 

 

　３　業務状況 

　（１）給水状況 

給水人口については、前年度６，９６４人から本年度６，９０４人と６０人の減少、給水件数

は４，６９５件で対前年度２７件の増加となっている。 

水量では、年間総配水量が１，２９４，６２１㎥に対し、年間総給水量は８７７，４４７㎥、前年

度と比較すると年間総配水量は３２，２７１㎥（前年度対比２．４％）の減少、年間総給水量は

２５,１８１㎥（前年度対比２．８％）の減少となっている。 

有収率については６７．７８％となり、前年度６８.０３％から０.２５ポイントの減少となった。 

 

【第６表】
（単位：円,%）

区　分 年　度 調定額 収納済額 未納額 収納率

令和6年度 216,431,307 209,182,926 7,248,381 96.65 

令和7年度 210,853,658 203,977,160 6,876,498 96.74 

比　較 △ 5,577,649 △ 5,205,766 △ 371,883 0.09

区　分 年　度 調定額 収納済額 不納欠損額 未納額 収納率

令和6年度 11,896,859 5,899,557 0 5,997,302 49.59 

令和7年度 13,150,914 4,693,475 0 8,457,439 35.69 

比　較 1,254,055 △ 1,206,082 0 2,460,137 △ 13.90

水道料金の収納状況

現年度

過年度
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　（２）建設改良事業の状況 

取水設備改良費では、ポンプの取替２件、古房浄水場流量計変換器取替で６２万３千円、

導水設備改良費では、平鍋ポンプ室廻り配管修繕２件で８０万５千円、浄水設備改良費では、

平鍋水源地送水管改修工事、第２北部及び南部浄水場設備修繕で８８２万２千円、配水設備

改良費では道路改良に伴う配水管布設替工事など８件で３,３８４万円、減圧弁設置工事１件１,

４４７万４千円、配水施設の改修及び修繕９件５６９万８千円、以上建設改良費で実施した。 

これらの、工事の中で野間島間港線減圧弁設置工事（大牟礼工区）、古房配水池緊急配水

口取付工事、西之表南種子線配水管布設工事、古房平鍋線配水管布設替工事、第２北部浄

水場２号ろ過機電動弁取替修繕の現場調査を行い、工事が完了していることを確認した。 

 

４．財政状況 

令和７年度の資産合計は３４億２,６３０万１千円で、前年度に比べ６,４２４万３千円（１．８％）

減少している。固定資産では、８，８９５万９千円減少、流動資産では、２，４７１万６千円増加し

ている。負債合計は、2４億６,６３４万９千円で前年度に比べて、５，５１８万２千円（２．２％）減

少している。剰余金については、本年度８０６万円の純損失が生じ、資本合計は、９億５，９９５

万２千円となった。 

前年度と比較した財政状況は、次表のとおりである。 

 

【第７表】

令和７年度 令和６年度 増 減 伸 率 備 考

(a) (b) (a)-(b) (a)/(b)

年度末給水人口（人） 6,904 6,964 △ 60 99.1%

年度末給水戸数（戸） 4,695 4,668 27 100.6%

年間総配水量（㎥） 1,294,621 1,326,892 △ 32,271 97.6%

一日平均配水量（㎥） 3,547 3,635 △ 88 97.6%

年間総有収水量（㎥） 877,447 902,628 △ 25,181 97.2%

一日平均有収水量（㎥） 2,404 2,473 △ 69 97.2%

有収率（％） 67.78 68.03 △ 0.25 －

給水原価（円／㎥） 297.46 315.67 △ 18 94.2%

供給単価（円／㎥） 218.46 217.89 0.57 100.3%

料金回収率（％） 73.4% 69.0% 4.4P －

　　　　　給水状況

区       分
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本事業の安全性（健全性）を見る上で重要な視点の一つとして第９表に示す「健全性比率

表」がある。 

流動比率は、短期債務に対する支払能力を表しており、200％以上が健全であるといわれ

ている。流動負債に対する流動資産の割合であり、本年度は前年度を２２．４ポイントと上回っ

ている。これは流動資産の増加によるものである。 

酸性試験比率は、流動負債に対する当座資産（流動負債のうち、現金・預金、換金性の高

い未収金等）の割合を示すものである。１００％以上が望ましいとされており、本年度は前年度

を２２．５ポイント上回っている。これは現金預金の増加によるものである。 

【第８表】 （単位：千円・％）

令和７年度 令和６年度 増 減 伸 率

(a) (b) (a)-(b) (a)/(b)

固定資産 3,213,675 3,302,634 △ 88,959 97.3%

流動資産 212,626 187,910 24,716 113.2%

資産合計 3,426,301 3,490,544 △ 64,243 98.2%

固定負債 1,754,093 1,784,073 △ 29,980 98.3%

流動負債 87,229 84,879 2,350 102.8%

繰延収益 625,027 653,579 △ 28,552 95.6%

負債合計 2,466,349 2,522,531 △ 56,182 97.8%

資本金 資本金合計 900,239 900,239 0 100.0%

資本剰余金 16,418 16,418 0 100.0%

利益剰余金 43,295 51,355 △ 8,060 84.3%

剰余金合計 59,713 67,773 △ 8,060 88.1%

959,952 968,012 △ 8,060 99.2%

3,426,301 3,490,544 △ 64,243 98.2%

財政状況

資本合計

負債・資本合計

区分 備 考

資産

負債

剰余金

【第９表】 （単位：％）

比　較

22.4

22.5

健全性比率表
令和７年度 令和６年度

流動比率　 243.8 221.4
酸性試験比率　 239 216.5

流 動 資 産

流 動 負 債

現金預金＋（未収金－貸倒引当金）

流 動 負 債

① 流 動 比 率 ＝ ×１００ 200％以上が健全

② 酸 性 試 験 比 率 ＝ ×１００ 100％以上が健全
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また、資本構成の安定度、及び設備投資の妥当性を見るため、第１０表の「安定度比率表」が

ある。 

自己資本構成比率は、総資本に対する自己資本の占める割合で、大きいほど経営の安全 

性があるといわれ、長期健全性を示すものであり、昨年度に対し０．２ポイント減少している。 

固定資産構成比率は、総資産に対する固定資産の占める割合を示すもので、大きいほど資本

が固定化傾向にあるといわれており、前年度に対し０．８ポイント減少している。固定資産回転

率は、固定資産に対する営業収益の割合であり、回転率が高いほど設備が効率的に使用され

ていることを示している。本年度については、前年度と同率である。固定比率、固定資産対長

期資本比率については、固定資産の調達がどの程度自己資本等で行われているかを示すも

ので、１００％以下が望ましいとされている。固定比率は１００％を大きく超えており、昨年度に

比べて０．９ポイント減少している。また、固定資産対長期資本比率については、１００％を超え

ており、昨年度に比べて２１．４ポイント増加している。 

 

 

 

【第10表】 （単位：％）

比　較

△ 0.2

△ 0.8

0.0

△ 0.9

21.4

安定度比率表
令和７年度 令和６年度

自 己 資 本 構 成 比 率 46.3 46.5

固 定 資 産 構 成 比 率 93.8 94.6

固 定 資 産 回 転 率 12 12

固 定 比 率 202.8 203.7

固定 資産 対 長期 資 本比 率 118.4 97

資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益

負 債 ・ 資 本 合 計

固 定 資 産

固 定 資 産 ＋ 流 動 資 産 ＋ 繰 延 資 産

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益

（期首固定資産＋期末固定資産）×1/2

固 定 資 産

資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益

固 定 資 産

資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益＋固定負債

①自己資本構成比率＝ ×１００
大きい程経営の安定性が
ある

②固定資産構成比率＝ ×１００
大であれば資本が固定化
傾向

③固 定資 産回 転率 ＝ ×１００
高い程設備の効率的使用
を示す

④ 固 定 比 率 ＝ ×１００ 100％以下が望ましい

⑤固定資産対長期資本比率＝ ×１００ 100％以下が望ましい
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第４　審査意見 

審査に付された水道事業決算報告書、損益計算書、関係諸帳票等は、地方公営企業法関

係法令及び水道事業会計規程に準拠して作成されたもので、経営成績及び財政状態を適正

に表示しており、決算の計数については正確なものと認めた。資本的収支による不足額に対す

る補填財源についても妥当である。 

　　　中種子町水道事業経営戦略において、計画目標としている有収率の向上については、財政

の健全化を図る上での最重点課題である。有収率を前年度と比較すると０.２５ポイント減少し

ており、引き続き漏水調査による漏水箇所の早期発見と、その改善及び老朽管の布設替事業

等を年次的に進めながら、原水の確保、配水施設の改良等による水の安定供給に努められた

い。 

また、水道料金の未収給水収益にかかる未収金については、６８７万６，４９８円で前年度比 

３７万１，８８３円の減少となっており収納率は０．０９ポイント増加している。滞納繰越分は２４６

万１３７円増加となっている。 

水道料金の未収額収納対策については、職員が一丸となり、催告状の発送、給水停止、分

納誓約の適切な履行管理の実行など、未納分の徴収に対して厳格な姿勢で努力を行ってい

ることが認められた。今後も、水道使用者の負担公平の原則を保つため、今後も一層の徴収

努力を望むものである。特に新規滞納者を増やさないように努力していただきたい。 

今後も給水人口は減少していくと推測され、経営環境は厳しさを増していくことが予想され

る。住民からの理解を得られるためにも、経費の節減と効率化を図ることはもちろんのこと、漏

水箇所の調査と修繕、計画的な老朽施設及び老朽管の更新工事を進め、中長期的な財政収

支の見通しが必要である 

公営企業経営の基本原則である公共性・経済性を十分認識し、良質な水の供給と長期的

視点に立った上での公共の福祉増進に寄与されるよう切に望むものである。 

 


